1． 実質課税の原則

　実質課税の原則は、税法という法に特徴的な、むしろ固有の法原則として久しく考えられてきた。日本の税法の実務界を支配している「税務認定」という考え方の法理論的基礎は、実に、租税法律主義とは別個の、この実質課税の原則に存在するのである。従来、「税法」という法領域には、一般の法領域にみられない何か特有の法原則が支配するものと受け取られてきた。たとえば、課税庁は、私的取引生活において人々が設定した法律関係をも「税務認定」というかたちで否認し、税務における独自の関係を認定することができるかのようにみられてきたのである。このように、従来、実質課税の原則は税務行政における「公理」であるかのごとく意識されてきたという側面を有する。

2． 税法の基本原理と実質課税の原則

　①税法の基本原理は何かという問題に答える場合には、法認識論のレベルの問題として実定税法秩序の客観的認識として抽出される税法の基本原理と、法の解釈・適用という法実践論のレベルの問題としての税法の基本原理とは区別されなければならないという点が指摘されねばならない。租税負担公平原則は租税立法上尊重されるべき重要な原理であり、また実定税法秩序に内在し、または内在すべき重要な原理でもある。租税負担公平原則は実定税法秩序の客観的認識として抽出される税法の基本原理のひとつであることは否定できないであろう。しかし、だからといって、具体的な税法問題の解決にあたって、「租税負担公平原則」そのものを税法レベルにおいて税法の解釈・適用上の指導的法原則としてもちだす必要は存在しない。租税負担公平原則の特殊税方角的表現である実質課税の原則についても、同じようにいうことができる。

　②租税負担公平原則そのものは、このように税法論のレベルでは税法の解釈・適用上の指導的法原則とはならないが、しかし、不合理な租税特別措置の例によって知られるように、具体的な税法規定が憲法一四条等に違反するかどうかの問題、つまり憲法論のレベルでは重要な法原則になるという問題がある。租税負担公平原則の法学的評価にあたっては、このように憲法論のレベルでの議論と税法論のレベルでの議論とは区別されねばならない。

　③右で明らかなように、税法全体に通ずる税法の解釈・適用上の基本原理は、結局、租税法律主義につきるといえるのであるが、一般的には実質課税の原則が強調される。われわれは、ドイツにおいて経済的観察方法が、結局、「大衆課税」のための国庫主義に奉仕した事実を想起すべきであろう。

　右の③は、「資本の論理」の直接適当投影である租税特別措置はすぐれた現代資本主義法として現代税法的現象である。実質課税の原則は一見、租税特別措置と無関係のようにみえる。しかし、法社会学的視角からいえば、実質課税の原則という法イデオロギーの台頭は、租税特別措置という法現象の台頭と同じ構造をもつ。両者は、ともに、すぐれて現代税法的現象であるという共通性をもつ。ただ、租税特別措置はもっぱら立法過程での法現象であるのに対し、実質課税の原則は法の執行過程での法現象であるという、いわば形式的差異があるにすぎない。思うに、実質課税の原則なるものは大企業や高額所得者層よりもどちらかといえば中小企業や一般大衆に対して適用されるきらいがある。実質課税の原則というあいまいな「法理」を一般論的・抽象論的に強調することによって、法の執行過程における徴税権力の乱用を事実において正当化・合法化する危険性がある。徴税権力の乱用の実態は、全体としては立法府の承認していない租税の大衆収奪となる危険性があり、「実質課税の原則」はその「法理論的」正当化の手段として機能する。法社会学的には、実質課税の原則はいうまでもなく「権力の論理」であるが、それは同時に現代資本主義のもとでは「大衆収奪」の正当化・合法化をもたらすことによって相対的に資本を利するものであり、そうした意味において同時に「資本の論理」という性格をもつことが看過されてはならない。このゆえにこそ、この原則は、今日なお、一般的に重要な法原則として強調されることになる。実質課税の原則を一般論的・抽象論的に強調することは、憲法の租税法律主義を形骸化・空洞化させる危険性の存在することが指摘されねばならない。

　もし、租税法律主義とは別に「実質課税の原則」ないしは「租税負担公平の原則」が、所与の税法秩序のもとにおいて、税法解釈・適用の基本原理としてもちだすことが肯認されるならば、そのとき税法はもはや「法」としての性格を消失し、単なる行政の「手引き」的存在となってしまうであろう。

